
 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜研究報告Ⅱ＞ 

 

「多様性尊重の経営：ダイバーシティ・マネジメントの実践」 

～トップ層が主導する真の『当たり前』への挑戦～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



『研究プロジェクトの提言にあたって』 

 

 社団法人企業研究会創立 60 周年記念プロジェクトとして、『多様性尊重の経営：ダイバ

ーシティ・マネジメントの実践』をテーマとして 2007 年９月より、合計 14 回にわたり討

議・研究を重ねてきた。 

 経営環境が苛酷さを極める中、とかく「人」に関する分野は経営課題として優先順位を

下げられがちである。女性や高齢者、障がい者、外国人など多様な人材のマネジメントや、

働き方の多様化を含むダイバーシティ・マネジメントについても例外ではない。本プロジ

ェクトがスタートした 2007 年 9 月と現在では、経営環境は大きく変わっているが、ダイバ

ーシティ・マネジメントを推進する重要性は低下するどころか、益々高まっている。 

ダイバーシティ・マネジメントや、ワーク・ライフ・バランス推進を「コスト」と考え

るか、「人への投資」は「戦略的投資」と考えるかで、企業の先見性と矜持が今まさに試さ

れている。稿中に詳細後述するが、真のベストタレントを集め、ベストチームを実現する

には、人材の多様化、特に役員層、経営陣の多様化が欠かせない。欧米のグローバルカン

パニーでは、既にこれが実現されている。市場のグローバル化と多様化に対応するには、

経営戦略上、人材の多様化が必須である。そして企業自体も横ならびでなく多様な目的、

多様な戦略を持つことが求められる。 

 日本の歴史を振り返ってみると、島国という地理的背景、「ムラ社会」を基本とする共同

体意識、近代以前の政治史的背景も相まって、欧米諸国に比べて「人種や国籍、民族」「価

値観」「宗教」などあらゆる分野において、（一部の例を除いて）差し迫った形で選択を迫

られることは、ほとんどなかった。そのため、国民性として「多様な価値観」を発信し認

め、「融和」させながら最適なアイディアを抽出し、遂行することが相対的に不得意だ。し

かし我が国は現在、かつて経験したことがない程、グローバル競争の波にさらされている。

もはや「同質な人材、同質的価値観」のスタンスの経営では世界から取り残され、一部で

見るようにガラパゴス化が進む。 

企業研究会が 60 周年の節目としてこのテーマを取り上げた背景には、そうした焦燥感と

危機意識がある。日本企業の発展、ひいては日本全体の活性化へとつなげるために、優れ

た技術力、和と協調を重んじる従来からの人材特性をうまく活用しながら、同時にダイバ

ーシティ・マネジメントを止まることなく推進し続けるよう、本報告書を手に取られた皆

様にぜひお願い申し上げたい。 

また本報告書に対するご意見やご批判などもぜひお寄せいただけると幸いである。今後

の継続的な研究の参考とさせていただきたいと考える次第である。 

最後に本プロジェクトに多大なご協力、ご貢献を賜ったメンバーならびにご協力者各位

にこの紙面を借りて御礼を申し上げたい。 
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＜第１回＞07 年９月 28 日（金） 

・自己紹介と本プロジェクトに対する問題意識の交換 

・研究活動の方向性についての意見交換 

＜第２回＞10 月 19日（金） 
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・これまでのダイバーシティ・マネジメント研究からその要点整理（森沢副主査） 

・本研究プロジェクトの最終提言メッセージに関する各人の意識・仮説メモ 

＜第６回＞２月 13日（水） 

・これまでの検討議事の総括（事務局） 

  ・本研究会の提言仮説について議論 
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「多様性尊重の経営：ダイバーシティ・マネジメントの実践」 

～トップ層が主導する真の『当たり前』への挑戦～ 

 

 

はじめに ～本研究会の活動の前提 

 

本研究成果としての提言先は日本企業の経営陣・経営者層である。多様性を推進する上

で変革が必要な階層は、大きく経営者層とミドル層に分かれるが、これらは何れも経営レ

ベルでの戦略的判断を要するため、提言先は経営者層となる。本研究の対象とした多様性

（ダイバーシティ）の範囲は、性別、雇用形態（特に正社員／非正規社員）、年齢・世代、

障がい・健常、国籍である。また本提言の時間軸は 2015 年前後を目安にしている。 

 

最初に本稿の構成を確認する。まず第１章では、日本企業におけるダイバーシティ推進

の過去から現在までの歩みをダイバーシティの分野毎に簡単に総括する。そして第２章に

おいて、ダイバーシティ推進のそもそもの目的観をレビューした上で、現在なお「道半ば」

の日本企業におけるダイバーシティ推進のボトルネックとなっている構造的な要因につい

て、いくつかの問題指摘をする。第３章の部分が経営者層に向けた実務的な提言メッセー

ジである。マネジメント・アクションとして実行可能な現実的な施策を提言している。そ

して最終章第４章では、ダイバーシティ推進の要となる「経営者の多様性、それに必要な

経営者の人間性の涵養」について、本質的かつ未来志向的な提言をとりまとめた。 

 

（経済危機の考慮について） 

なお本研究会では、2008 年 10 月頃から本格化した世界的金融危機ならびに経済危機が

日本企業の多様性推進に及ぼす影響等についてはあえて検討対象から外した。短期的な足

元での不確定要因ではなく、日本企業が内包する構造的な問題と、中長期的な潮流に関す

る議論に限定したいという参加企業の意向を反映したスタンスである。 

 

（サブタイトルの「当たり前」について） 

またサブタイトルにある『「当たり前」への挑戦』という部分については、参加企業の

熱い思いが込められている。本研究成果として提言されている第３章の８つの経営施策は、

昨今の企業内人材の属性や就労形態、就労価値観の多様化という流れを考慮すれば、いず

れも至極当然の施策である。これら「当たり前」の施策を現実に移すことが如何に難しい

ことか、それらを実務家として熟知している参加企業のメンバーであるからこそ、あえて

『「当たり前」への挑戦』という言葉でメッセージを表現した。 




